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1 ．は じ め に
　世界金融危機以降，国際機関は，加盟国の持続的な経済成長を目指して，さまざまな提言や勧告
を行ってきた．
　OECD の Going for growth 2010では，経済成長促進的構造政策として，金融市場，労働市場，
インフラ，規制などに関する政策とならんで，財政政策，とりわけ租税に関する事項がいくつか言
及されている．そのなかで，経済成長を促進するのに望ましい租税構造（tax structure）が提言さ
れている．具体的には，Johansson et al.（2008）の結果が引用され，経済成長を促進するには，歳
入確保にあたって，法人税や労働所得税から消費税や財産税へシフトすることが望ましいという結
論が示されている．
　欧州共同体の Taxation trends in the European Union 2013 edition でも，間接税は経済成長促
進にとって望ましいと言及されている．その上で，加盟各国の間接税の対 GDP 比が，世界金融危
機後において上昇している事実が示され，その原因として，付加価値税の税率上昇や新たなる間接
税の導入が指摘されている．さらに，財産税は，経済成長促進という観点から最も望ましいという
指摘もなされている．
　このような経済成長促進という観点による各税目の順位付けの結論に対して，さまざまな研究成
果が蓄積されている．とりわけ，各税目の順位付けの頑健性については，それを否定する複数の研
究が発表されている．
　ところで，財政学，とりわけ伝統的な租税論においては，望ましい税体系を考えるにあたり租税
原則の議論がある．『国富論』において示されているアダム・スミスの租税原則，19世紀における
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2ワグナーの租税原則，さらに現代におけるマスグレイブの租税原則などがある．それぞれの租税原
則は，複数の要件から構成される．さらに，一定の歳入確保を前提として，一つの税目で一つの要
件を満たすことは難しいと考えられている．したがって，租税原則に基づいて望ましい税体系を考
えるには，各要件を複数の税目で満たすことができるような租税構造を考えることになる．
　このように，租税構造を考えるにあたり，二つのアプローチがある．一つは，近年の政策目標で
ある経済成長促進という単一の目標を設定し，その目標に各税目を直結させ，望ましい租税構造を
考えるものである．もう一つは，伝統的な租税原則に基づく議論のように，税体系全体を俯瞰する
複数の要件を設定し，各要件を満たす各税目の構成を踏まえて，租税構造を考えるものである．
　本論では，このような二つのアプローチの折衷的なアプローチを試み，現代の政策課題である経
済成長促進と租税構造の関係について検討する．具体的には，最初に，租税原則の議論のように，
各国の各税目のデータを用いて，規範的側面も一部考慮して税体系を特徴付け，そのように抽出さ
れた税体系の各特徴と税目との関係を明らかにする．その上で，経済成長と税体系の各特徴との関
係を実証的に考察する．その一方で，経済成長と各税目との関係も考察する．このようなアプロー
チをとることにより，経済成長を促進する税体系はどのような特質を持つものであるかについて大
まかに考察でき，他方，経済成長を促進する税目はどのようなものであるかについてより細かく考
察することもできる．
　このような問題意識に基づき，本論は，以下のように展開される．第 2 節において，経済成長と
各税目との関係に関する近年の先行研究を概観する．第 3 節において，主成分分析および階層的ク
ラスター分析を用いて，各国の租税構造の特徴付けおよびその変化について分析する．第 4 節にお
いて，第 2 節において言及した先行研究の分析結果も踏まえて，誤差修正モデルを用いて第 3 節に
おいて得られた税体系の各特徴と経済成長との関係を考察し，また主成分分析の結果を用いて各税
目と経済成長との関係についても考察する．第 5 節において，結論付ける．
2 ．先 行 研 究
　近年の租税構造と経済成長との関係の議論において，一つの出発点と考えられる研究として，同
様な結論を得ている Johansson et al. （2008） および Arnold （2008） がある．
　特に Arnold （2008） では，分析対象国を OECD21カ国，分析期間を1970年から2004年までとし，
誤差修正モデルを用いて，税収中立かつ経済成長志向的税制改革（a revenue-neutral growth-
oriented tax reform）について検討がなされている．それによると，歳入確保にあたり，一人あた
り GDP に対して，財産税が経済成長に対して最も大きな正の影響をもたらし，消費税はそれに次
ぐ正の影響をもたらすという結論が得られている．また，歳入確保にあたり，一人あたり GDP に
対して，法人税が経済成長に対して最も大きな負の影響をもたらし，個人所得税はそれに次ぐ負の
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影響をもたらすという結論も得られている．したがって，経済成長促進という観点から，財産税，
消費税，個人所得税，法人税という順序付けがなされる．ゆえに，税収中立かつ経済成長志向的税
制改革として，財産税および消費税のウエイトを高め，法人税および個人所得税のウエイトを低め
るという政策提言がなされている1）．
　Arnold et al. （2011） では，Arnold （2008） と同様に，分析対象国を OECD21カ国，分析期間を
1970年から2004年までとし，課税ベースを財産および消費に徐々にシフトすることによって経済成
長が促進されるという結論が得られている．また，不平等の観点からの低所得者に対する対応とし
ては，消費税に関して，その減収につながる適用除外や軽減税率は経済成長促進にとって望ましく
なく，社会保障負担の軽減や個人所得税の軽減が推奨されている．
　このような経済成長促進という観点からの各税目の順位付けに対して，その頑健性を検討する研
究がなされてきている．Xing （2011） では，分析対象国を OECD21カ国，分析期間を1971年から
2004年までとし，税収中立かつ経済成長志向的税制改革が考察され，財産税へのシフトが，長期的
により高い一人あたり GDP をもたらすことが，唯一の頑健な結論として導かれている．また
Xing （2012） では，誤差修正モデルの推計式に関して，各国の長期および短期の係数に関する仮定
を変化させると，経済成長促進という観点からの各税目の順位付けは，頑健性がないことが示され
ている．
　Di Sanzo et al. （2017） では，それ以前の研究が単一方程式アプローチをとっていることを指摘
した上で，新たにベクトル誤差修正モデルを用い，分析対象国を OECD20カ国，分析期間を1970
年から2012年までとして分析がなされている．その結果，財産税は，一人あたり GDP に対して正
の影響をもたらすが，所得税と消費税は，一人あたり GDP に対して同程度に負の影響をもたらす
という結論が得られている．
　上記の先行研究を踏まえると，財産税は，経済成長に対して正の影響をもたらすが，法人税は，
経済成長に対して負の影響をもたらすと概ね考えられる．しかし，消費税や個人所得税の経済成長
に対する影響については，不確定な部分もある．実際 Stoilova（2017）では，個人所得税は，経済成
長に対して正の影響をもたらすという結果が示されている2）．
　このように，各税目の経済成長に対する影響に関する分析結果について不明確な部分があるが，
その原因は，実証モデルの選択の違い，分析対象国や分析期間の微妙な違い，税目の選択の微妙な
1 ）　Mamatzakis（2005）では，分析対象国がギリシャに限定されるが，分析期間を1960年から2003年まで
とし，インパルス応答分析を用いて，経済成長促進の観点から間接税のウエイトを高めることが望まし
いという結論が得られている．
2 ）　Stoilova（2017）では，分析対象国は EU に加盟する28カ国，分析期間は1996年から2013年である．個
人所得税以外に，付加価値税は経済成長に対して負の影響をもたらす，社会保障負担は経済成長に対し
て正の影響をもたらすという結果も示されている．
4違い，コントロール変数の違いなどに求めることができる．
　本論の分析では，先行研究と共通性が高い事項として，誤差修正モデルを用いて分析し，分析対
象国をほぼ同数の OECD 諸国としている．一方，先行研究と比較して共通性が低いまたは異なる
事項として，分析期間に関して，世界金融危機後の期間をより長く含み，全体の期間を少し短縮し
ていること，コントロール変数として政治変数も含んでいること，さらに個々の税目と経済成長と
の関係を直接的に分析するのではなく，税体系の特徴と経済成長との関係を分析し，税体系の特徴
を介して，個々の税目と経済成長との関係も考察することである．
　次節においては，税体系の特徴と経済成長との関係を分析する準備として，OECD 諸国を対象
として，税体系の複数の特徴を抽出し，それに基づいて税体系の変化を確認する．
3 ．税体系の特徴付け
　本節では，主成分分析を用いて OECD 諸国の租税データから税体系の特徴を抽出する3）．
　まず，本節の主成分分析に用いるデータである OECD Revenue Statistics について説明する．
OECD Revenue Statistics は， 6 つの大分類からなり，それぞれ，所得，利益，キャピタルゲイ
ンに対する課税（Taxes on income, profits and capital gains），社会保障負担（Social Security contri­
butions），給与税および賃金税（Taxes on payroll and workforce），財産税（Taxes on property），
財およびサービスの取引に対する税（Taxes on goods and services，以下では「財・サービス税」と
呼ぶ）およびその他の税（Other taxes）である．さらに，所得，利益，キャピタルゲインに対する
課税は，個人に対する課税（Taxes on income, profits and capital gains of individuals，以下では
「個人所得税」と呼ぶ）と法人に対する課税（Corporate taxes on income, profits and capital gains，
以下では「法人所得税」と呼ぶ）に分類されるなど，他の大分類の租税項目も，それぞれ小項目に
分類される．
　これらの租税項目のうち，本章の分析では，個人所得税，法人所得税，社会保障負担，財産税お
よび財・サービス税の 5 つの項目について，それぞれの対 GDP 比を分析対象とする．さらに，中
央政府（Federal or Central government）の税収の対 GDP 比も分析対象とする．なお，給与税お
よび賃金税は導入国が多くないことと，その税収の GDP に占める割合が大きくないので，分析対
象としない．また，第 2 節において言及した先行研究との整合性も考慮して，その他の税も分析対
象としない．
　分析対象国は22カ国で，オーストラリア，オーストリア，ベルギー，カナダ，デンマーク，フィ
3 ）　本節において使用する分析手法およびデータベースは，飯島（2015）と同様である．ただし，飯島
（2015）と比較して，分析に用いるデータに関して，分析対象国を増加し，分析期間も延長している．
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ンランド，フランス，ドイツ，ギリシャ，アイスランド，アイルランド，イタリア，日本，オラン
ダ，ニュージーランド，ノルウェー，ポルトガル，スペイン，スウェーデン，スイス，イギリス，
アメリカである．また分析期間は，1975年から2015年である．ただし欠損値のため，アイスランド
に関しては，1980年から2015年までのデータ，ポルトガルに関しては，1989年から2015年のデータ
を用いている．したがって，使用するデータの観測数は883である．
表 1 　記述統計量
最小値 最大値 平均値 標準偏差
個人所得税収 1.67 26.28 10.40 4.47
法人所得税収 0.26 12.59  2.71 1.46
社会保障負担 0.00 19.17  8.33 5.01
財産税収 0.38  7.33  1.97 0.92
財・サービス税収 3.49 18.73 10.43 3.16
中央政府税収 6.91 37.41 20.45 6.94
観察数 883
　　　　　　　　　　　（注）　単位はパーセントである．
　　　　　　　　　　（出所）　筆者作成．
　表 1 には，分析に用いるデータである 6 つの税収の対 GDP 比に関する記述統計が示されてい
る．オーストラリアとニュージーランドには社会保険料が存在しないので，社会保障負担の対
GDP 比の最小値が 0 パーセントとなっている．
　次に，主成分分析の手続きについて説明する．本節の分析に用いるデータは， 6 つの税目それぞ
れに関する複数年度のデータであるので，繰り返しのあるデータである．繰り返しのあるデータに
対する主成分分析としては，サンプルを合併する方法または変数を合併する方法，さらに合併した
データ全体を一括して分析する方法またはデータ全体をいくつかに分けて分析する方法などがあ
る4）．本節における分析では，合併したデータ全体を一括して分析する方法をとることにする．
　表 2 には，主成分分析を行った結果が示されている5）． 6 つの税目に関する変数からより少数の
合成変数（主成分）をつくるにあたり，固有値および累積寄与率を基準にしている．具体的には，
主成分の数の決定にあたって，固有値の値が 1 以上となる主成分まで採用している．実際，第 1 主
成分の固有値は2.212，第 2 主成分のそれは1.511，第 3 主成分のそれは1.031である．また累積寄与
率については，80パーセント前後を目安にしている．本節の分析では， 3 つの主成分の累積寄与率
は79.220パーセントであり，全体の情報の約80パーセントが 3 つの主成分によって説明される．
4 ）　繰り返しのあるデータに対する主成分分析については，内田（2013）を参照．
5 ）　Bartlett の球面性検定の p 値は0.01より小であるので，主成分分析を行うことは妥当であると見なさ
れる．
6　次に，主成分負荷量に基づいて， 3 つの主成分の解釈を試みる．表 2 には，主成分負荷量の絶対
値が0.7以上のものが，太字で示されている．それぞれの主成分を解釈するにあたり，太字で示さ
れた主成分負荷量に対応する税目に関する変数に注目する．
　第 1 主成分に関する主成分負荷量について，中央政府税収の対 GDP 比は0.912，財・サービス税
収の対 GDP 比は0.795，個人所得税の対 GDP 比は0.743である．中央政府税収は，特定の地方レベ
ルではなく全国レベルで徴税するものであり，地域という観点から広く負担を求めるものであると
考えることができる．また個人所得税収は，課税ベースに関して控除などの問題もあるが，基本的
に広く負担を求めるものである．さらに，財・サービス税収も，非課税となる取引や軽減税率など
の問題があるが，基本的に広く負担を求めるものである．したがって，第 1 主成分を，「負担の広
範性」と解釈する．
　第 2 主成分に関する主成分負荷量について，財産税収の対 GDP 比は0.759，社会保障負担の対
GDP 比は－0.738である．社会保障負担に関して，社会保険料の算定における逆進性の問題がある
こと，その主成分負荷量の符号がマイナスであることに注目すると，社会保障負担の対 GDP 比が
大きくなると，負担の不公平性が高まり，第 2 主成分得点は小さくなる．一方，財産税に関して，
それは資産に課税されること，その主成分負荷量の符号がプラスであることに注目すると，財産税
収の対 GDP 比が大きくなるにつれて，負担の公平性が高まり，第 2 主成分得点が大きくなる．し
たがって，第 2 主成分を「負担の公平性」と解釈する．
　第 3 主成分に関する主成分負荷量について，法人所得税収の対 GDP 比のみが大きく0.895であ
る．ゆえに，法人所得税収の対 GDP 比が大きくなると，第 3 主成分得点は大きくなる．したがっ
て，第 3 主成分を「負担の法人税依存度」と解釈する．
　以上より，税体系は，負担の広範性，負担の公平性，負担の法人税依存度という， 3 つの主成分
表 2 　主成分分析の結果（固有値，寄与率，累積寄与率，主成分負荷量）
変数 第 1 主成分 第 2 主成分 第 3 主成分
中央政府税収 0.912 0.017 0.223
財・サービス税収 0.795 －0.406 －0.060
個人所得税収 0.743 0.264 －0.286
財産税収 －0.253 0.759 －0.134
社会保障負担 －0.340 －0.738 0.277
法人所得税収 0.131 0.394 0.895
固有値 2.212 1.511 1.031
寄与率 36.860 25.177 17.183
累積寄与率 36.860 62.037 79.220
　　　　　　　　　  　（出所）筆者作成．
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を用いて特徴付けることができる．
　次に，抽出された税体系の 3 つの主成分を用いて，分析対象である22カ国の税体系の位置付けお
よびその動向について考察する．ただし，それらを考察するにあたり，1989年から1993年および
2011年から2015年までの 2 つの期間を比較し，また個々の国を対象とするのではなく，国々からな
るグループを対象とする．
　国々をグループ分けするにあたり，階層的クラスター分析を用いる．階層的クラスター分析を用
いるためのデータ加工として，それぞれの分析対象国に関して，分析対象期間の各税収の対 GDP
比ごとに平均値を導出し，それらを各税収の対 GDP 比ごとに標準化した．さらに，各国間の距離
の測定には，平方ユークリッド距離を用い，クラスター間の距離の測定にはウォード（Ward）法
を用いた．
　図 1 および 2 には，1989年から1993年および2011年から2015年まで，それぞれの期間のデータを
用いたデンドログラムが示されている．デンドログラムからクラスター（グループ）の数を決定す
図 1 　各国の 6 つの税目の対 GDP 比を用いたデンドログラム（1989⊖1993年）
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（出所）　OECD Revenue Statistics より，筆者作成．
8る客観的基準はないが，本論では，グループ分けの目安を 4 つとした．その結果，以下のように，
それぞれの期間におけるグループ分けをした．
　【1989年から1993年におけるグループ分け】
　第 1 グループ：オーストラリア，カナダ，スイス，イギリス，日本，アメリカ
　第 2 グループ：オーストリア，ドイツ，スペイン，フランス，ギリシャ，ポルトガル
　第 3 グループ：ベルギー，フィンランド，イタリア，オランダ，ノルウェー，スウェーデン
　第 4 グループ：デンマーク，アイルランド，アイスランド，ニュージーランド
　【2011年から2015年におけるグループ分け】6）
　第 1 グループ：オーストラリア，カナダ，スイス，日本，アメリカ
　第 2 グループ：オーストリア，ドイツ，スペイン，フィンランド，オランダ，ポルトガル，ス
ウェーデン
図 2 　各国の 6 つの税目の対 GDP 比を用いたデンドログラム（2011⊖2015年）
0 5 10 15 20 25
ギリシャ
イギリス
ポルトガル
ドイツ
スペイン
オーストリア
フランス
ベルギー
スウェー デン
フィンランド
イタリア
オランダ
ノルウェー
アイルランド
アイスランド
デンマ クー
ニュージ ラーンド
スイス
アメリカ
オーストラリア
カナダ
日本
（出所）　OECD Revenue Statistics より，筆者作成．
6 ）　図 2 よりわかるように，ノルウェーとデンマークは，他の国々と比較して類似性が小さいので，グ
ループ分けから除外した．
租税構造と経済成長（飯島） 9
　第 3 グループ：ベルギー，フランス，イギリス，ギリシャ，イタリア
　第 4 グループ：アイルランド，アイスランド，ニュージーランド
　 2 つの期間のグループ分けを比較すると，それぞれのグループにおいてメンバーの変更が見られ
るが，第 1 グループと第 4 グループが比較的安定的であり，主として福祉レジーム論において自由
図 3 　 4 つのグループに関する第 1 および第 2 主成分得点の時系列的推移（1989⊖1993年）
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図 4 　 4 つのグループに関する第 2 および第 3 主成分得点の時系列的推移（1989⊖1993年）
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（出所）　筆者作成．
（出所）　筆者作成．
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主義レジームに属する国々から構成されている．
　図 3 および 4 には，1989年から1993年における， 4 つのグループに関する，負担の広範性を示す
第 1 主成分得点，負担の公平性を示す第 2 主成分得点，負担の法人税依存度を示す第 3 主成分得点
の時系列的推移が示されている．
　図 3 より，自由主義レジームの国々が属する第 1 および第 4 グループは，他のグループよりも，
負担の公平性を示す第 2 主成分得点が大きいことがわかる．これは，第 1 および第 4 グループに属
する国々の社会保障負担の対 GDP 比が小さいことによる．
　自由主義レジームの国々が属する第 1 および第 4 グループの違いは，負担の広範性を示す第 1 主
成分得点に見られる．つまり，第 4 グループは，第 1 グループよりも負担の広範性が強い．これ
は，第 4 グループは，第 1 グループと比較して，特に財・サービス税収の対 GDP 比および中央政
府税収の対 GDP 比が大きいことによる．
　自由主義レジーム以外の国々から構成される第 2 グループおよび第 3 グループに関して，負担の
公平性を示す第 2 主成分得点は同程度であるが，負担の広範性を示す第 1 主成分得点に違いが見ら
れる．つまり，第 3 グループは，第 2 グループよりも負担の広範性が強い．これは，第 3 グループ
は，第 2 グループと比較して，特に，個人所得税収の対 GDP 比と中央政府税収の対 GDP 比が大
きいことによる．
　図 4 より，負担の法人税依存度を示す第 3 主成分得点に関して，自由主義レジームの国々が属す
る第 1 および第 4 グループの違いは，第 2 および第 3 グループの違いよりも大きい．しかし，第 1
図 5 　 4 つのグループの第 1 および第 2 主成分得点の時系列的推移（2011⊖2015年）
0
0.5
1
1.5
-1
-0.5
-1.5 -1 1.5
-1.5
第 1 主成分得点
-0.5 0 0.5 1
第２主成分得点
第１グループ 第２グループ
第３グループ 第４グループ
（出所）　筆者作成．
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および第 4 グループの違いは，時間の経過とともに縮小している．
　図 5 および 6 には，世界金融危機後の2011年から2015年における，四つのグループに関する，負
担の広範性を示す第 1 主成分得点，負担の公平性を示す第 2 主成分得点，負担の法人税依存度を示
す第 3 主成分得点の時系列的推移が示されている．
　図 5 より，自由主義レジームの国々が属する第 1 および第 4 グループは，1989年から1993年まで
と同様に，他のグループの国々よりも社会保障負担の対 GDP 比が小さいため，負担の公平性を示
す第 2 主成分得点が大きい．また，第 4 グループは，1989年から1993年までと同様に，第 1 グルー
プよりも負担の広範性を示す第 1 主成分得点が大きい．つまり，第 4 グループは，第 1 グループと
比較して，特に財・サービス税収の対 GDP 比および中央政府税収の対 GDP 比が大きいという状
態が維持されている．
　自由主義レジームに属さない国々からほぼ構成される第 2 グループおよび第 3 グループ7）におい
て，負担の広範性を示す第 1 主成分得点において大きな違いは見られなくなっている．実際，両グ
ループに関して，財・サービス税収の対 GDP 比だけではなく，個人所得税収の対 GDP 比および
中央政府税収の対 GDP 比も，それぞれ同水準になっている．一方，負担の公平性を示す第 2 主成
分得点において大きな違いが見られるようになっている．これは，一つのグループが，財産税収の
対 GDP 比を増大させているからである．
7 ）　ただし，自由主義レジームに分類されているイギリスは，第 3 グループに属している．また，それぞ
れのグループの構成国も入れ替わりがある．
図 6 　 4 つのグループの第 2 および第 3 主成分得点の時系列的推移（2011⊖2015年）
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（出所）　筆者作成．
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　図 6 より，負担の法人税依存度を示す第 3 主成分得点に関して，四つのグループの間で大きな違
いは見られなくなっている．実際，四つのグループの間で，法人所得税収の対 GDP 比において大
きな違いは見られない．
　以上の二つの期間の考察より，自由主義レジームに属する国々は，特に社会保障負担の対 GDP
比を小さく抑え，負担の公平性を示す第 2 主成分得点の高さを示し，その租税構造の特徴を維持し
ている．一方，自由主義レジームに属さない国々に関して，一部の国々において，OECD が経済
成長促進的であると考える財産税収の対 GDP 比を増大させ，負担の公平性を示す第 2 主成分得点
において違いが生じている．また，すべての国々に関して，OECD が経済成長を阻害すると考え
る法人所得税収対 GDP 比における違いはより小さくなっている．
　本節では，租税構造を特徴付ける，負担の広範性を示す第 1 主成分，負担の公平性を示す第 2 主
成分および負担の法人税依存度を示す第 3 主成分を抽出したが，次節では，それらが経済成長とど
のような関係にあるかを分析する．
4 ．租税構造と経済成長の関連性
　本節では，第 1 に，第 3 節において抽出した租税構造の三つの特徴（主成分）と経済成長との関
連性を分析し，どのような特徴をもった租税構造が経済成長と両立するか検討する．第 2 に，その
結果を踏まえて，さらに先行研究も考慮して，経済成長と両立する税目についても検討する．
　最初に，租税構造の三つの特徴と経済成長との関連性を分析するにあたり，分析期間，分析対象
国および推計に用いる変数について説明する．
表 3 　記 述 統 計
最小値 最大値 平均値 標準偏差
経済成長率 －9.13 25.56 2.13 2.64
第 1 主成分得点 －1.91 2.88 0.04 1.00
第 2 主成分得点 －1.89 2.29 0.04 0.98
第 3 主成分得点 －1.72 6.60 0.15 1.03
有効政党数 2.03 10.29 4.51 1.64
1人あたり GDP 対数値 9.68 11.43 10.59 0.33
インフレーション率 －5.21 22.87 2.55 2.86
経済開放度 16.01 216.19 71.26 34.74
観察数 594
　　　　（出所）　筆者作成．
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　表 3 には，分析に用いる変数に関する記述統計が示されている．まず，分析期間は，1989年から
2015年までの27年間，分析対象国は OECD の加盟している22カ国である．具体的には，オースト
ラリア，オーストリア，ベルギー，カナダ，デンマーク，フィンランド，フランス，ドイツ，ギリ
シャ，アイスランド，アイルランド，イタリア，日本，オランダ，ニュージーランド，ノル
ウェー，ポルトガル，スペイン，スウェーデン，スイス，イギリス，アメリカである．したがっ
て，観測数は，表 3 に示されているように，22（カ国）×27（年間）＝594である．
　推計式における非説明変数は経済成長率であり，説明変数は，負担の広範性を示す第 1 主成分得
点，負担の公平性を示す第 2 主成分得点，負担の法人税依存度を示す第 3 主成分得点，一人あたり
GDP 対数値，インフレーション率，経済開放度，有効政党数である．それらのうち，経済成長率，
一人あたり GDP 対数値，インフレーション率，経済開放度は，OECD のデータベースから入手し，
必要に応じて加工したものである．なお，経済開放度は，輸出の対 GDP 比と輸入の対 GDP 比の
合計である．
　三つの主成分得点は，第 3 節の分析において導出したものである．また有効政党数は，
Comparative Political Data Set 1960-2015から入手したもので，Laakso and Taagepera（1979）に
基づいて計算されたものである8）．
　本節の分析では，先に述べたように，分析期間が1989年から2015年までの27年間，分析対象国が
22カ国である TSCS（Time-Series-Cross-Section）データを用いる．TSCS データの推計方法につ
いて，Beck and Katz（1995, 1996）によると，推定法を最小自乗法（Ordinary least squares, OLS）
とし，1 期前のラグ非説明変数を説明変数とし，パネル修正誤差（Panel corrected standard errors, 
PCSE）を用いることを推奨している．
　非説明変数の単位根の存在の可能性を考慮してより頑健な結果を得るための推計方法として，
Kittel and Winner （2005） が推奨する「差分の差分モデル（difference-in-difference model）」を選
択肢として検討することができる．しかし，差分の差分モデルを用いて推計した場合，短期効果し
か推計することができない．
　単位根の存在に対応するもう一つの推計方法として，De Boef and Keele（2008）が推奨する誤差
修正モデルを選択肢として検討することができる．この推計方法を用いる場合，短期効果だけでは
なく，長期効果も推計できる．
　本節では租税構造の分析をするので，長期効果も分析する必要がある．そのため，上記の推計方
法に関する議論を踏まえて，De Boef and Keele （2008） が推奨する誤差修正モデルに基づき，以下
の推計式を用いることにする9）．
8 ）　詳しくは，Armingeon K., Wenger V., Wiedemeier F., Isler C., Knopfer L., Weisstanner D. and S. 
Engler（2017）における，変数名 effpar_leg の解説を参照．
9 ）　F 検定およびハウスマン検定の結果より， 2 方向固定効果モデルで推計する．
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　推計式において，i は国，t は年に対応する．Yi,t-1は i 国の t-1年の非説明変数，∆ Yi,t＝Yi,t－Yi,t-1
である．　　　は i 国の t-1年の j 番目の説明変数，　　　　　　　　である．ui,t は i 国の t 年の誤
差項，αは切片，β02，β
j
2およびβ
j
∆は係数である．μi，ηt は，それぞれ個別効果，時点効果に対
応する．
　推計式の右辺に関して，第 3 項　　　　　 は長期効果に対応し，第 4 項　　　　　は短期効果
に対応する．さらに回帰係数より，j 番目の説明変数の長期効果は　  　　であり，短期効果はβj∆
である．
　表 4 には，PCSE を用いて推計した結果が示されている．また表 5 には，各要因が経済成長率に
与える短期および長期効果が示されている．表 4 および表 5 より，コントロール変数である一人あ
たり GDP 対数値の短期および長期効果，インフレーション率の長期効果は，有意水準 5 パーセン
トまたは 1 パーセントで，経済成長率に対して正の影響を与えている．
　有効政党数は，有意水準 1 パーセントで，経済成長率に対して短期および長期の負の影響を与え
る．つまり，有効政党数が増大すると，経済成長率は低下する．有効政党数が増大すると，政治過
程においてより多くの利害が表出され，それらの調整を余儀なくされ，経済成長促進に対して有効
な政策の実施が困難であると考えられる．
　租税構造を特徴付ける変数は，経済成長率に対して，短期的には影響を与えないが，何れも有意
水準 1 パーセントで長期的に影響をもたらす．つまり，負担の広範性を示す第 1 主成分得点および
負担の公平性を示す第 2 主成分得点は，経済成長率に対して正の影響をもたらす．一方，負担の法
人税依存度を示す第 3 主成分得点は，経済成長率に対して負の影響をもたらす．
　次に，上記の三つの租税構造の特徴付けを介して，税目と経済成長との関係について考察する．
表 6 には主成分得点係数が示されており，各税目が各主成分得点に与える影響の度合いがわかる．
　負担の広範性を示す第 1 主成分得点に関して，その解釈の際に注目した主成分負荷量に対応する
税目について，主成分得点係数の絶対値が大きい順に検討する．まず，中央政府税収対 GDP 比の
主成分得点係数が正であるので，中央政府税収対 GDP 比は，経済成長率に対して正の影響をもた
らす．
　ところで，地方分権と経済成長との関係について，地方分権の推進が，効率的な公共サービスの
提供をもたらし経済成長に対して正の影響をもたらす側面，それとは逆に，地方政府間の協調の失
敗により経済成長に対して負の影響をもたらす側面がある．この問題に関して，Iimi （2005） では，
分析対象国を51カ国，分析期間を1997年から2001年までとして，操作変数法を用いた分析より，地
∆Yi,t＝α＋β20Yi,t－1＋∑β2jX ji,t－1＋∑β∆j∆X ji,t＋μi＋ηt＋μi,t
j＝1
n n
j＝1
X ji,t－1 ∆X ji,t＝X ji,t－X ji,t－1
∑β2jX ji,t－1
j＝1
n
∑β∆j∆X ji,t
j＝1
n
β2j
β20
－
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表 4 　推 計 結 果
Δ経済成長率
切片 －28.667**
　　4.990
経済成長率（－ 1 ） －0.959**
　0.013
第 1 主成分得点（－ 1 ） 　0.410**
　0.125
Δ第 1 主成分得点 －0.252
　0.195
第 2 主成分得点（－ 1 ） 　0.398**
　0.061
Δ第 2 主成分得点 　0.115
　0.071
第 3 主成分得点（－ 1 ） －0.151**
　0.045
Δ第 3 主成分得点 －0.011
　0.065
有効政党数（－ 1 ） －0.148**
　0.029
Δ有効政党数 －0.136**
　0.041
1人あたり GDP 対数値（－ 1 ） 　2.840**
　0.479
Δ 1 人あたり GDP 対数値 101.109**
　1.340
インフレーション率（－ 1 ） 　0.016*
　0.008
Δインフレーション率 　0.014
　0.010
経済開放度（－ 1 ） －0.003
　0.002
Δ経済開放度 －0.008
　0.006
観察数 　　 572
R2 　0.985
（注）　各説明変数について，上段は係数，下段は PCSE
　　　**: p<0.01, *: p<0.05
（出所）　筆者作成．
表 5 　経済成長率へ与える短期および長期効果
Δ経済成長率
短期効果 長期効果
第 1 主成分得点 +
第 2 主成分得点 +
第 3 主成分得点 －
有効政党数 － －
一人あたり GDP の対数値 + +
インフレーション率 +
（出所）　筆者作成．
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方分権は経済成長に対して正の影響をもたらすという結論が得られている．
　ここで注意すべきこととして，地方分権度は，通常，地方政府の歳出面で測られる．つまり，中
央および地方政府歳出合計に対する地方政府歳出割合が大きいほど，地方分権度は高い．一方本論
では，中央政府の歳入面が分析対象となっている．これらのことを考え合わせて敷衍して含意を述
べると，歳入面においてより中央政府税収が大きく，歳出面においてより地方政府歳出が大きい，
垂直的移転による政府間財政移転制度が，経済成長に正の影響をもたらす可能性が考えられる．
　負担の広範性を示す第 1 主成分得点に関して，財・サービス税収対 GDP 比の主成分得点係数は
正であるので，財・サービス税収対 GDP 比は，経済成長率に対して正の影響をもたらす．これは，
Johansson et al. （2008），Arnold （2008） および Arnold et al. （2011） と同様な結論である．
　負担の広範性を示す第 1 主成分得点に関して，個人所得税収対 GDP 比の主成分得点係数は正で
あるので，経済成長率に対して正の影響をもたらす．この結果は，Stoilova （2017） と同じである
が，Johansson et al. （2008），Arnold （2008） および Arnold et al. （2011） とは異なる．つまり，
Johansson et al. （2008），Arnold （2008） および Arnold et al. （2011） では，個人所得税は経済成長
に対して負の影響をもたらすからである．ただし，財・サービス税が，個人所得税よりも経済成長
促進的であるという順位付けは同じである．
　負担の公平性を示す第 2 主成分得点に関して，財産税収対 GDP 比の主成分得点係数は正である
ので，経済成長率に対して正の影響をもたらす．この結果は，Johansson et al. （2008），Arnold
（2008），Arnold et al. （2011），Xing （2011） および Di Sanzo et al. （2017） と同様である．
　負担の公平性を示す第 2 主成分得点に関して，社会保障負担対 GDP 比の主成分得点係数は負で
あるので，経済成長率に対して負の影響をもたらす．一方，Stoilova （2017） では，社会保障負担
は，経済成長に対して正の影響をもたらすという結論が得られている．この結論の違いのひとつの
原因として，分析対象国の違いが考えられる．Stoilova （2017） では，分析対象国は EU 加盟国28
カ国であり，本論のように，自由主義レジームの国々を多く含んでいるわけではない．実際，第 3
節の分析で見たように，自由主義レジームの国々とそれ以外の国々を分ける重要な要因は，社会保
表 6 　各税目の主成分得点係数
第 1 主成分 第 2 主成分 第 3 主成分
個人所得税収 0.336 0.175 －0.277
法人所得税収 0.059 0.261 0.868
社会保障負担 －0.154 －0.488 0.268
財産税収 －0.114 0.502 －0.130
財・サービス税収 0.359 －0.269 －0.058
中央政府税収 0.412 0.011 0.216
（出所）　筆者作成．
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障負担対 GDP 比である．
　負担の法人税依存度を示す第 3 主成分得点に関して，法人所得税収対 GDP 比の主成分得点係数
は正であるので，経済成長率に対して負の影響を与える．この結論は，Johansson et al. （2008），
Arnold （2008） および Arnold et al. （2011） と同様である．
　以上の分析より，租税構造を特徴付ける主成分は，経済成長に対して長期的に影響をもたらすと
いう結果を得ることができた．さらに，租税構造を特徴付ける主成分を介して，先行研究と概ね整
合性がある各税目と経済成長との関係も得ることができた．
5 ．結　　　論
　本論では，租税構造と経済成長との関係について考察したが，その結果，次のような主要な結論
を得ることができた．
　第 1 に，OECD Tax Revenue Statistics のデータおよび主成分分析を用いて，租税構造を特徴
付ける主成分として，税負担の広範性，税負担の公平性，税負担の法人税収依存度を抽出した．
　第 2 に，租税構造を特徴付ける主成分である，税負担の広範性および税負担の公平性は，経済成
長率に対して長期的に正の影響をもたらす．一方，税負担の法人税収依存度は，経済成長率に対し
て長期的に負の影響をもたらす．
　第 3 に，税負担の広範性に関係する，中央政府税収対 GDP 比，財・サービス税収対 GDP 比お
よび個人所得税収対 GDP 比，ならびに税負担の公平性に関係する，財産税収対 GDP 比は，経済
成長率に対して長期的に正の影響をもたらす．一方，税負担の公平性に関係する，社会保障負担対
GDP 比，ならびに税負担の法人税依存度に関係する，法人所得税対 GDP 比は，経済成長率に対
して長期的に負の影響をもたらす．
　本論では，租税と経済成長の関係について考察したが，租税について検討する場合，不平等の問
題も無視できないものである．これについては，別の機会に検討することにする．
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